
 

 

2023年 4月 1日 

2025年 5月 1日更新 

設計者・申請者の皆様へ 

日本 ERI株式会社 評定認定部 
   

 〒107-0052 

東京都港区赤坂 8-10-24 

住友不動産青山ビル南館 4階 

Tel:03-5775-2405 

e-mail：hyotei@j-eri.jp 

 

大臣認定申請の電子申請（オンライン申請）に伴う弊社の対応について 

 

平素は格別のお引き立てを賜り、誠にありがとうございます。 

さて、大臣認定申請の電子申請（オンライン申請）に伴い、日本 ERI 高層評定委員会において設

計者・申請者様への利便性および、負担軽減を目的として、下記の通りと致しましたので、宜しく

お取り計らいくださいますようお願い申し上げます。 

 

 

 

１． 大臣認定申請は新規、変更共に全て※の案件について電子申請が可能となりました。 

※防災評定（階避難安全検証法、全館避難検証法、耐火性能検証法）、１敷地に構造上 2 棟以上の場合を含む 

 
  

なお、電子申請の対象案件に該当する場合においても、従前通りの大臣認定申請の書面申請

も可能ですが、原則として電子申請をお願いします。 

  書面書類の場合は、国交省提出用 1 部（穴あけ、紐綴じ）のみとし、ご返却用および、弊社

保管用は電子図書とします。 

 

 

 

 

上記１について、大臣認定申請図書の製本返却をご希望の方は、従前通り紙出力をご準備頂けれ

ば、製本後ご返却します。 

 

ただし、時刻歴応答解析建築物・工作物の 2021 年 5 月 31 日以前の性能評価受付の新規案件（評

価番号 ERI-Ｊ20***,H20***,S20***以前）の変更案件については、電子申請、書面申請問わず弊社

保管用として紙出力を 1部ご提出お願いいたします。 
 
 



応答性状に影響がない設計変更 P.1 

１-１．大臣認定用提出資料について （応答性状に影響がない設計変更） 

 

Ａ）以下の電子ファイルのデータをストレージサービス等ご利用頂き、お送りください。 

 御社でストレージサービス等のご利用が困難な場合は、ERIのストレージサービスをご案内します。 

項目 

番号 
資料名 

ﾌｧｲﾙ 

形式 
備考（留意事項） 

1 
構造方法等の認定申請書 

ﾌｧｲﾙ名『01.認定申請書-案件名.pdf』 
PDF 

･日付は未記入でお願いします 

･押印される場合は、原本を郵送ください 

2 
委任状 

ﾌｧｲﾙ名『02.委任状-案件名.pdf』 
PDF 

･日付は未記入でお願いします 

･押印される場合は、原本を郵送ください 

3 
既認定書（写し） 

ﾌｧｲﾙ名『03.既認定書-案件名.pdf』 
PDF ･原本は郵送ください 

4 
図書間整合確認書（必要な場合） 

ﾌｧｲﾙ名『04.図書間整合確認書＋案件名.pdf』 
PDF 

･防災セット案件で防災の性能評価機関が他社

の案件の場合のみご提出が必要になります 

6 
パースおよび配置図 

ﾌｧｲﾙ名『06.パース･配置図-案件名.pdf』 
PDF 

･配置図が A3版の場合は、電子ファイルも A3

版でお願いします 

8-1 

別添(ERI-評第 7号様式：建築物概要及び

構造概要) 

ﾌｧｲﾙ名『08-1.別添-案件名.xls or .xlsx』 

Excel 

･ERI-評第 7号様式のファイル受領後、ERIにて

評価番号、評価年月日を記入し、PDFファイ

ルにて申請を行います 

8-2 
別添(構造図) 

ﾌｧｲﾙ名『08-2.別添構造図-案件名.pdf』 
PDF 

･電子ファイルは A3版でお願いします 

･変更図面が差し替っていることを事前によく

ご確認ください 

9 
別表（ERI-評第 8号様式＋付表含む） 

ﾌｧｲﾙ名『09.別表-案件名.pdf』 
PDF 

･ERI-評第 8号様式＋付表（応答性状に影響が

ない設計変更 p.3 参照：通し番号） 

10 
性能評価申請書（写し） 

ﾌｧｲﾙ名『10.性能評価申請書-案件名.pdf』 
PDF 

･ERIにて受領印を押印し、ご返信した写しです 

･性能評価申請書 2枚目の高さ,面積は、整合性

をご確認頂き、訂正がある場合は差し替えと

共に、ERIにメール送信ください 

12 

設計変更の説明書 

ﾌｧｲﾙ名『12.設計変更の説明書-案件名.pdf 

& .doc or .docx』 

PDF 

& 

Word 

･ワードデータについてもお送りください 

13 
変更前後図 

ﾌｧｲﾙ名『13.変更前後図-案件名.pdf』 
PDF 

･電子ファイル（構造図）は A3版でお願いしま

す 

14 
検討資料 

ﾌｧｲﾙ名『14.検討資料-案件名.pdf』 
PDF  

15 
指摘事項回答書 

ﾌｧｲﾙ名『15.指摘事項回答書-案件名.pdf』 
PDF  

注1）ファイル名の『ﾌｧｲﾙ番号＋資料名＋案件名（案件名は略称可）』は、国交省の電子申請の仕様ですので、順守ください。 

注2）PDFファイルは、国交省の指示に基づき、原則としてテキストが認識できる形式としてください。スキャナー読込みは

お控えください。 

注3）上記の各項目番号ごとのファイル容量は、国交省の電子申請の仕様により1GB以下を目安として、お願いします。超え

る場合は書面申請となります。 なお、ファイルを2つ分割する等も国交省の仕様により、認められません。 

注4）1GB以下とするため、判読できない解像度および、委員会説明時はカラーをモノクロ出力等は、大臣認定図書の不備と

なります。 

注5）PDFファイルにおいて、上記注4）および、「参照元がない」等のエラーメッセージが無いか、電子ファイルを送信の前

に、必ずご確認をお願いします。電子申請後に、国交省から不備等のご指摘を頂いた場合、訂正後の電子データの差替

えは、訂正履歴および、訂正箇所が残る仕様となっています。 

 



応答性状に影響がない設計変更 P.2 

   

Ｂ）収入印紙（2 万円）、既認定書の原本を弊社宛にお送りください。 

 

注）お送り頂く際は、弊社（hyotei@j-eri.jp）に、 

お送り頂いた旨のご連絡をお願い致します。 

 

 

 
 

Ｃ）上記 Ａ）,Ｂ）を大臣認定申請日の 3 営業日前までに、ご提出ください。  

 

Ａ）1 構造方法等の認定申請書、Ａ）2 委任状、Ａ）3 既認定書、Ａ）4 図書間整合確認書（必要な場合） 

①日付は未記入でお願いします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※1）申請者様の押印は、建築基準法施行規則第 10条の 5 の 21（別記第五十号の十一様式）の改正に伴い
不要です 

※2）申請書、委任状に押印される場合は、原本を郵送ください 

※3）認定申請書および委任状のひな型は、ERIホームページよりダウンロード願います 

    https://www.j-eri.co.jp/gyoumu/kosohyotei/shoruidl.html 

※4) 既認定書の原本を郵送ください。国交省へ返却いたします 

※5）図書間整合確認書は防災セット案件で防災の性能評価機関が他社の案件の場合のみ必要になります 

ひな型が必要な場合は評定認定部事務局までお問い合わせください 

Ａ）6 パースおよび配置図 Ａ）8-1 別添(建築物概要及び構造概要) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

①パース 

②配置図 

1）性能評価範囲と敷地が分かる様にしてくださ

い。また、敷地内に複数棟ある場合は棟名を

記載し、EXP.Jで分離している場合はその旨を

明記してください 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

①ERI-評第 7号様式 

エクセルデータをお送りください。データを頂い

た後、ERIで性能評価番号・評価年月日を記入し、

PDFファイルにて申請します 

 

見本 

① 

別添-1 

別添-4 

前頁の記載通り 
ERI で記入しますので 
「ERI-評第 7 号様式」の 
エクセルデータをメール 
にてお送りください 

原本 

 

② 

性能評価範
囲 

性能評価範囲と敷地が 

分かる様にしてください 

① 

配 置

図 

① 

① 

https://www.j-eri.co.jp/gyoumu/kosohyotei/shoruidl.html


応答性状に影響がない設計変更 P.3 

案件名〇〇〇  S-XX 

図面名称〇〇〇 1/200 

別添-5 

〇〇〇〇〇 

〇〇〇〇〇 

〇〇〇〇〇 

〇〇〇〇〇〇 

〇〇〇〇〇 

〇〇〇〇〇 

構造図 

Ａ）8-2 別添(構造図) 

 

国交省の意向により、別添（構造図）の変更箇所の黄色マークが不要となりました。 

ただし、変更図面を確実に差し替えていただいていることが前提となりますので、 

事前によくお確かめいただくようお願いいたします。 

 

 

①構造図一式 

1）図面には件名、図面名称、縮尺のみ記載 

（図面作成者名、会社名等は削除してください） 

2）件名は性能評価申請書、大臣認定申請書の件名と

同じ（特に「・・・工事」の名称は不可） 

 

3）別添の番号は、上記「Ａ）8-1 別添(建築物概要

及び構造概要)」からの通し番号としてください 
  
 
 
 
 

Ａ）9 別表 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

①ERI-評第 8号様式：性能評価の内容 ※ERIで作成、内容をご確認ください 

②ERI-評第 9号様式（付表-1）：構造検討概要書 

③ERI-評第 10号様式（付表-2）：振動解析概要書 

④免震建築物の設備・維持管理概要（付表-3）※免震建築物の場合は添付が必要 

⑤長周期地震動による家具の転倒・移動防止対策に対する設計上の措置（付表-4）※該当する場合 

 

 

 
    

別表-11 

 

付表-4 

 

定期 応急 詳細

耐火被覆  取付状況  目視

 亀裂・損傷  目視

 変形・変色  目視・計測

 発錆  目視

 取付ボルト  目視

 鉛直変位  計測

 水平変位  計測

 発錆  目視

 損傷  目視

 油漏れ  目視

 取付ボルト  目視

 ピストンロット  カバー外し目視

 ｸﾘｱﾗﾝｽ確保  目視・計測

 建物位置  計測

 障害物  目視

 可燃物  目視

 排水状況  目視

 液体漏れ  目視

 傷・亀裂  目視

 追加変更  目視

 傷・亀裂  目視

 追加変更  目視

設
備
配
管
概
要

維
　
　
　
持
　
　
　
管
　
　
　
理
　
　
　
概
　
　
　
要

設
　
　
　
備
　
　
　
・
　
　
　
維
　
　
　
持
　
　
　
管
　
　
　
理
　
　
　
概
　
　
　
要

点
　
検
　
の
　
検
 
査
 
項
 
目
 
及
 
び
 
検
　
査
　
方
 
法

点
検
時
期

被覆ゴムの外観

検　　　査　　　項　　　目
点  検  種  別

変位吸収部

検 査 方 法

積層ゴム

周辺状況

可とう継ぎ手部

周辺環境

オイルダンパー
の状況

オイルダンパー
の外観

積層ゴムの変位

鋼材部の状況

応 急 点 検

詳 細 点 検

免震部材

設備配管

検 査 対 象

免
　
震
　
部
　
材

免
震
層
・
建
物
外
周
部

電気配線

建　　物

オイル
ダンパー

定 期 点 検

給水配管

排 水 管

ガス配管

電気配線配管

維持管理体制

別表-10 

 

付表-3 

 
免震建築物の設備・維持管理概要 

稀に発生する地震動
に対する解析

極めて稀に発生する地震動
に対する解析

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 

 

 

 
 
 

 

 
 
 
 

 

 

  
 

 

 

  

 

(1) 地震動の入力位置

(2) 振動系モデル
の名称と概要

(3) 入力位置以下の
変形

（地下階、地盤・基礎
階の変形など）

(5) 固有周期
（１次～３次）

（ＳＥＣ）

(4) 減衰マトリックス
（減衰定数、部位
別減衰の場合は
減衰定数相当
係数）

別表-9 

 

稀に発生する地震動
に対する解析

極めて稀に発生する地震動
に対する解析

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 

 

 

 
 
 

 

 
 
 
 

 

 

  
 

 

 

  

 

(1) 地震動の入力位置

(2) 振動系モデル
の名称と概要

(3) 入力位置以下の
変形

（地下階、地盤・基礎
階の変形など）

(5) 固有周期
（１次～３次）

（ＳＥＣ）

(4) 減衰マトリックス
（減衰定数、部位
別減衰の場合は
減衰定数相当
係数）

別表-8 

 

稀に発生する地震動に対する解析

Ⅰ：基本振動系モデル

極めて稀に発生する地震動に対する解析

振動解析概要書

別表-7 

 

付表-2 

 

ERI－評第 10 号様式 

 

免震層変位
（mm）

積層ゴムの　　せ
ん断歪（％）

X方向　（ｓ）

Y方向　（ｓ）

入力レベル 方向

X方向

Y方向

X方向

Y方向

X方向

Y方向

X方向

Y方向

圧縮

引張

X方向

Y方向

X方向

Y方向

X方向

Y方向

X方向

Y方向

X方向

Y方向

X方向

Y方向

稀に発生する地震動微小変形時

構
　
　
　
　
　
造
　
　
　
　
　
設
　
　
　
　
　
計
　
　
　
　
　
概
　
　
　
　
　
要

応
　
　
答
　
　
結
　
　
果

（
免
震
材
料
の
特
性
値
は
標
準
と
し
た
重
心
位
置
の
応
答
値

）

振動モデル

偏心の影響

 減　　衰　　力

 復  元  力  特  性

免震材料の引抜きに
対する検討

上
　
部
　
構
　
造

最下階
最大

層せん断力
係数

免
　
　
震
　
　
層

極めて稀

最大相対
変位(mm)

最大
層せん断力

係数

面　圧

（N/mm2）

１
次
固
有
周
期

稀

極めて稀

稀

極めて稀

稀

極めて稀

極めて稀

稀

最大層間
変形角

頂部最大
絶対加速度

（mm/ｓ2）

稀

極めて稀

地震動最大値 階

極めて稀に発生する地震動
振
　
動
　
系
　
モ
　
デ
　
ル

上下動の影響

別表-6 

 

最 　上 　階

基 　準 　階

最　 下　 階

最深積雪量

単位積雪重量

入力レベル

アスペクト比

基準風速

上部構造設計用
固有周期T（秒）

方　向

Ｘ　方　向

Ｙ　方　向

1　次 2　次

地震用　（N/㎡）

構
　
　
　
　
　
造
　
　
　
　
　
設
　
　
　
　
　
計
　
　
　
　
　
概
　
　
　
　
　
要

荷
　
　
　
重

積
　
載

床　　用　　（N/㎡） 架構用　（N/㎡）

積
雪

建築基準法施行令第87条による

上部構造

地表面粗度区分

3　次

最上階

下部構造 免震装置

最大速度　(mm/s)
動
　
的
　
設
　
計
　
概
　
要

耐震性能目標

採
　
用
　
地
　
震
　
波

極めて稀に発生する地
震動

地震動レベル

地
震
力
負
担
率

ラーメン

耐力壁（ﾌﾞﾚｰｽ）

稀に発生する
地震動

極めて
稀に発生する

地震動

稀に発生する地震動

地震波名称 最大加速度　(mm/s2)

Ｘ　方　向

Ｙ　方　向

ラーメン

耐力壁（ﾌﾞﾚｰｽ）

設計用せん断力
係数

設計風圧力

耐
風
設
計

地　盤　種　別

構造検討概要書

X方向

Y方向

 地 下 部 分 の
水 平 震 度 K

分　布　系耐
　
震
　
設
　
計

地 域 係 数　Ｚ

　第　　　　　種地盤 Ｔｇ＝ （秒）

最下階 基準階

別表-5 

 

付表-1 

 

ERI－評第 9 号様式 

 

第３号 

 

 

 

 

第３号 

 

 

 

 

【風圧力に対する安全性】 

（１）建築物に作用する風圧力について、告示第

三号に定められた方法によって構造計算

を行っていること。 

（２）所定の荷重下で損傷を生じないことは、告

示第三号イに定められた方法によって建

築物の構造耐力上主要な部分が許容変形

（仕上げ材を含めて軽微な修復で元の状

態に復帰する程度の変形）以内であること

を確かめていること。 

（３）所定の荷重下で倒壊・崩壊を生じないこと

は、告示第三号ロに定められた方法によっ

て建築物の構造耐力上主要な部分が弾性

的な挙動を示す範囲（風圧力の継続時間内

に進行性の変形を生じない範囲）以内にあ

ることを確かめていること。 

（４）高さが１００ｍ以上かつ高層部のアスペク

ト比（高さ／短辺見付け幅）が３以上の建

築物にあっては、上記（２）及び（３）に

おいて、直交方向の振動及びねじれ振動を

適切に考慮していること。 

 

○○○○○○ 

○○○○○○○○○ 

○○○○○○○○○ 

○○○○○○ 

○○○○○○ 

○○○ 

 

○○○○○○ 

○○○ 

 

○○○○○○ 

○○○ 

 

○○○○○○ 

○○○ 

 

○○○○○○ 

○○○ 

 

 

 

第４号 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【地震力に対する安全性】 

建築物に作用する地震力について告示第四号に

定められた方法によって構造計算を行っている

ことを次の各項によって評価する。ただし、地震

の作用による建築物への影響が暴風、積雪その他

の地震以外の荷重及び外力の作用による影響に

比べ小さいことが確かめられた場合にあっては、

この限りでない。 

 

4－1 水平方向入力地震動の設定 

（１）告示第四号イに定められた解放工学的基盤

における加速度応答スペクトルをもち、建

設地表層地盤による増幅を適切に考慮し

て作成した地震波（以下「告示波」という。）

を設計用入力地震動とする。この場合、告

示第四号イに定められた継続時間等の事

項を満たし、位相分布を適切に考慮して作

成した３波以上を用いること。 

（２）告示第四号イただし書により、建設地周辺

における活断層分布、断層破壊モデル、過

去の地震活動、地盤構造等に基づいて、建

設地における模擬地震波（以下「サイト波」

という。）を適切に作成した場合は、前項

の告示波のうち極めて稀に発生する地震

動に代えて設計用入力地震動として用い

ることができる。この場合、位相分布等を

適切に考慮して作成した３波以上（告示波

○○○○○○ 

○○○ 

 

○○○○○○ 

○○○ 

 

○○○○○○ 

○○○ 

 

○○○○○○ 

○○○ 

 

○○○○○○ 

○○○ 

 

○○○○○○ 

○○○ 

 

○○○○○○ 

○○○ 

 

○○○○○○ 

○○○ 

 

○○○○○○ 

○○○ 

 

別表-4 

 

第３号 

 

 

 

 

第３号 

 

 

 

 

【風圧力に対する安全性】 

（１）建築物に作用する風圧力について、告示第

三号に定められた方法によって構造計算

を行っていること。 

（２）所定の荷重下で損傷を生じないことは、告

示第三号イに定められた方法によって建

築物の構造耐力上主要な部分が許容変形

（仕上げ材を含めて軽微な修復で元の状

態に復帰する程度の変形）以内であること

を確かめていること。 

（３）所定の荷重下で倒壊・崩壊を生じないこと

は、告示第三号ロに定められた方法によっ

て建築物の構造耐力上主要な部分が弾性

的な挙動を示す範囲（風圧力の継続時間内

に進行性の変形を生じない範囲）以内にあ

ることを確かめていること。 

（４）高さが１００ｍ以上かつ高層部のアスペク

ト比（高さ／短辺見付け幅）が３以上の建

築物にあっては、上記（２）及び（３）に

おいて、直交方向の振動及びねじれ振動を

適切に考慮していること。 

 

○○○○○○ 

○○○○○○○○○ 

○○○○○○○○○ 

○○○○○○ 

○○○○○○ 

○○○ 

 

○○○○○○ 

○○○ 

 

○○○○○○ 

○○○ 

 

○○○○○○ 

○○○ 

 

○○○○○○ 

○○○ 

 

 

 

第４号 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【地震力に対する安全性】 

建築物に作用する地震力について告示第四号に

定められた方法によって構造計算を行っている

ことを次の各項によって評価する。ただし、地震

の作用による建築物への影響が暴風、積雪その他

の地震以外の荷重及び外力の作用による影響に

比べ小さいことが確かめられた場合にあっては、

この限りでない。 

 

4－1 水平方向入力地震動の設定 

（１）告示第四号イに定められた解放工学的基盤

における加速度応答スペクトルをもち、建

設地表層地盤による増幅を適切に考慮し

て作成した地震波（以下「告示波」という。）

を設計用入力地震動とする。この場合、告

示第四号イに定められた継続時間等の事

項を満たし、位相分布を適切に考慮して作

成した３波以上を用いること。 

（２）告示第四号イただし書により、建設地周辺

における活断層分布、断層破壊モデル、過

去の地震活動、地盤構造等に基づいて、建

設地における模擬地震波（以下「サイト波」

という。）を適切に作成した場合は、前項

の告示波のうち極めて稀に発生する地震

動に代えて設計用入力地震動として用い

ることができる。この場合、位相分布等を

適切に考慮して作成した３波以上（告示波

○○○○○○ 

○○○ 

 

○○○○○○ 

○○○ 

 

○○○○○○ 

○○○ 

 

○○○○○○ 

○○○ 

 

○○○○○○ 

○○○ 

 

○○○○○○ 

○○○ 

 

○○○○○○ 

○○○ 

 

○○○○○○ 

○○○ 

 

○○○○○○ 

○○○ 

 

別表-3 

 

第３号 

 

 

 

 

第３号 

 

 

 

 

【風圧力に対する安全性】 

（１）建築物に作用する風圧力について、告示第

三号に定められた方法によって構造計算

を行っていること。 

（２）所定の荷重下で損傷を生じないことは、告

示第三号イに定められた方法によって建

築物の構造耐力上主要な部分が許容変形

（仕上げ材を含めて軽微な修復で元の状

態に復帰する程度の変形）以内であること

を確かめていること。 

（３）所定の荷重下で倒壊・崩壊を生じないこと

は、告示第三号ロに定められた方法によっ

て建築物の構造耐力上主要な部分が弾性

的な挙動を示す範囲（風圧力の継続時間内

に進行性の変形を生じない範囲）以内にあ

ることを確かめていること。 

（４）高さが１００ｍ以上かつ高層部のアスペク

ト比（高さ／短辺見付け幅）が３以上の建

築物にあっては、上記（２）及び（３）に

おいて、直交方向の振動及びねじれ振動を

適切に考慮していること。 

 

○○○○○○ 

○○○○○○○○○ 

○○○○○○○○○ 

○○○○○○ 

○○○○○○ 

○○○ 

 

○○○○○○ 

○○○ 

 

○○○○○○ 

○○○ 

 

○○○○○○ 

○○○ 

 

○○○○○○ 

○○○ 

 

 

 

第４号 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【地震力に対する安全性】 

建築物に作用する地震力について告示第四号に

定められた方法によって構造計算を行っている

ことを次の各項によって評価する。ただし、地震

の作用による建築物への影響が暴風、積雪その他

の地震以外の荷重及び外力の作用による影響に

比べ小さいことが確かめられた場合にあっては、

この限りでない。 

 

4－1 水平方向入力地震動の設定 

（１）告示第四号イに定められた解放工学的基盤

における加速度応答スペクトルをもち、建

設地表層地盤による増幅を適切に考慮し

て作成した地震波（以下「告示波」という。）

を設計用入力地震動とする。この場合、告

示第四号イに定められた継続時間等の事

項を満たし、位相分布を適切に考慮して作

成した３波以上を用いること。 

（２）告示第四号イただし書により、建設地周辺

における活断層分布、断層破壊モデル、過

去の地震活動、地盤構造等に基づいて、建

設地における模擬地震波（以下「サイト波」

という。）を適切に作成した場合は、前項

の告示波のうち極めて稀に発生する地震

動に代えて設計用入力地震動として用い

ることができる。この場合、位相分布等を

適切に考慮して作成した３波以上（告示波

○○○○○○ 

○○○ 

 

○○○○○○ 

○○○ 

 

○○○○○○ 

○○○ 

 

○○○○○○ 

○○○ 

 

○○○○○○ 

○○○ 

 

○○○○○○ 

○○○ 

 

○○○○○○ 

○○○ 

 

○○○○○○ 

○○○ 

 

○○○○○○ 

○○○ 

 

別表-2 

 

建築基準法第 20 条第 1 項第三号の認定に

係る性能評価の内容  
 

評 価 項 目 検 討 結 果 
第 1 号 【長期荷重に対する安全性】 

（１）建築物の各部分の固定荷重及び積載荷重そ

の他の実況に応じた荷重及び外力（多雪区

域における積雪荷重、土圧、温度変化に伴

う荷重、材料の収縮等に伴う荷重等）によ

って建築物の構造耐力上主要な部分に損

傷が生じないことを確かめていること。 

（２）損傷が生じないことは、建築基準法施行令

（以下「令」という。）第８２条第一号か

ら第三号までに定める方法又はこれに準

ずる方法により確かめていること。コンク

リート系構造については、耐久性上有害な

ひび割れが生じないことを確かめている

こと。 

 

○○○○○○ 

○○○○○○○○○ 

○○○○○○○○○ 

○○○○○○ 

○○○○○○ 

○○○ 

 

○○○○○○ 

○○○ 

 

 

第２号 【積雪荷重に対する安全性】 

（１）建築物に作用する積雪荷重について、平成

１２年建設省告示第１４６１号（以下「告

示」という。）第二号に定められた方法に

よって構造計算を行っていること。 

（２）所定の荷重下で損傷を生じないことは、令

第８２条第一号から第三号までに定めら

れた方法又はこれに準ずる方法により確

かめていること。 

（３）所定の荷重下で倒壊・崩壊を生じないこと

は、各部に生じる力によって部材の一部が

塑性化する状態以内にとどまり、部分的に

もメカニズム状態に到らないことを確認

することにより確かめていること。 

（４）上記（１）から（３）までに規定する構造

計算は、融雪装置その他積雪荷重を軽減す

るための措置を講じた場合には、その効果

を考慮して積雪荷重を低減して行うこと

ができる。この場合において、その出入口

又はその他見やすい場所に、その軽減の実

況その他必要な事項を表示すること。 

 

○○○○○○ 

○○○○○○○○○ 

○○○○○○○○○ 

○○○○○○ 

○○○○○○ 

○○○ 

 

○○○○○○ 

○○○ 

 

 

第３号 

 

 

 

 

【風圧力に対する安全性】 

（１）建築物に作用する風圧力について、告示第

三号に定められた方法によって構造計算

を行っていること。 

（２）所定の荷重下で損傷を生じないことは、告

 

○○○○○○ 

○○○○○○○○○ 

○○○○○○○○○ 

○○○○○○ 

ERI－評第 8 号様式 

 

別表-1 

 

長周期通知に 

該当する場合 

別表は①から通し番号としてください 

免震建築物は 

添付が必要 

ERIで作成します 

内容をご確認ください 

⑤ 

④ 

③ ② ① 

① 



応答性状に影響がない設計変更 P.4 

 

Ａ）10 性能評価申請書（写し） Ａ）12 設計変更の説明書 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

①-1 性能評価申請書（写し） 

①-2 申込事項 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

① 設計変更の説明書 

PDFファイルとワードファイルをお送りください。 

Ａ）13 変更前後図 Ａ）14 検討資料 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

①  変更図面（変更前・変更後交互） 

  構造図は A3版でお願いします 

※変更箇所は確実に漏れなく明示ください。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

①-1 検討資料 

①-2 追加検討資料（作成した場合） 

Ａ）15指摘事項回答書 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

①  指摘事項回答書 

 

以上、応答性状に影響がない設計変更の場合 

 

申込事項 
件    名  

申  請  者 

会社名  

代表者  

所在地  

設  計  者 一 般： 構 造： 

評価申込理由 

 

 

 

既評価状況 

（類似案件等） 

 

 

案 件 概 要 

建築場所  

用  途  

面  積 建築面積：     ㎡ 延べ面積：     ㎡ 

高  さ 建築物高さ：    ｍ 軒の高さ：     ｍ 

階  数 地上：   階 地下：   階 塔屋：   階 

【構造上の特徴 及び 構造設計方針】 

 

 

 

 

 

 

 

【代表位置の伏図・軸組図】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（仮称）〇〇〇〇〇計画

〇〇〇

〇〇〇
〇〇〇

〇〇〇

時刻歴応答

なし

〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇

〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇
〇〇〇〇〇〇〇
〇〇〇〇〇〇〇

〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇
〇〇〇〇〇〇〇
〇〇〇〇〇〇〇

申込事項

性能評価申

請書 

ERI‐評第 1 号様式 平成  年  月  日 

 

性 能 評 価 申 請 書 

 

指定性能評価機関 

日 本 E R I 株 式 会 社 御中 

 

 申請者 

 会 社 名                      

 代表者名                     印 

 所 在 地 

 電    話 

 

建築基準法 

下記について、建築基準法 施行令 第  条 第 項 第   号   の規定に基づく 

        

認定に係わる性能評価を受けたいので、次の通り申請します。申請にあたっては、 

日本 E R I 株式会社 性能評価業務約款 及び 同性能評価業務規定を遵守します。 

また、この申請書及び添付図書の記載の事項は、事実に相違ありません。 

 

記 

性
能
評
価
区
分 

種別  1．超高層建築物  2．超高層建築物以外の建築物  3．工作物（      ） 

構造種別 
1．コンクリート構造  2．鋼構造（鉄骨鉄筋コンクリート構造含む）  

3．木質構造  4．その他（      ） 

構造形式 1．耐震構造  2．免震構造  3．制震構造 

区分 Ⅰ．個別建築物 新規 ・ 変更（既評価番号：        ） 

その他の性能評価・評定 等 なし ・ あり（委員会名：              ） 

件
名 

性能評価を受けようとする建築物等の名称 

  

連
絡
先 

会社名： 

所在地：〒 

部課名： 

ﾌ ﾘ ｶﾞ ﾅ  
役職名及び担当者名： 

電 話： FAX： 

E-Mail： 

承
諾
印 

及
び 

承
諾
日 

※ 

評価手数料請求先 
(会社名のみ記入) 

 手数料額 
※ 

(非課税) 

請求書送付先 
(連絡先と違う場合は住所

担当者名も記入のこと) 
 

確認検査機関 日本 ERI㈱本社，(   )支店 ・ 特定行政庁 ・ その他機関 ・ 未定 

評定完了後の案件情報の開示諾否（別添：「情報開示のお願い」をご覧下さい） □ 諾 □ 否 

①申請者が法人の場合には、代表者の役職及び氏名もあわせて記載して下さい。 

②件名に「～工事」は使用しないで下さい。 

③※印のある欄は記入しないで下さい。 

○○〇株式会社
代表取締役社長

○○〇〇
〇〇〇〇〇〇〇
〇〇〇〇〇〇〇

○○〇株式会社
〇〇〇〇〇
○○〇〇

２０ １ 三 ロ

（仮称）〇〇〇〇〇計画

○○〇 〇〇〇〇〇

○○〇 〇〇〇〇〇

○○〇〇〇〇〇〇 ○○〇〇〇〇〇〇

○○〇〇〇〇〇

性能評価申請書

印

受付 
〇〇〇〇 

①-2 

①-1 

設計変更の説明書 

1 

2 
3 

① 

追 1-1 

追加検討-１ 
 

〇〇〇〇〇〇〇 

〇〇〇〇〇〇〇 

〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇 

〇〇〇〇〇〇〇 

〇〇〇〇〇〇〇〇〇 

〇〇〇〇〇〇〇 

〇〇〇〇〇〇〇 

〇〇〇〇〇〇〇〇〇 

〇〇〇〇〇〇〇 

〇〇 

①-2 

 

 

（作成した場合） 

 

検 1-1 

検討資料-１ 
 

〇〇〇〇〇〇〇 

〇〇〇〇〇〇〇 

〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇 

〇〇〇〇〇〇〇 

〇〇〇〇〇〇〇〇〇 

〇〇〇〇〇〇〇 

〇〇〇〇〇〇〇 

〇〇〇〇〇〇〇〇〇 

〇〇〇〇〇〇〇 

〇〇 

①-1 

1)委員会での訂正資料は 

差換えてください 

1)委員会での訂正資料は差換えてください 

1)備考欄等の参照ページ番号は、 

最終版の委員会説明用設計概要書の

ページ番号に揃えてください 

指 摘 事 項 回 答 書  

 

 

委員会・部会 

 

第 1 回 

日 

時 

平成○年〇〇月〇日 

 

〇〇時〇〇分 

～ 

〇〇時〇〇分 

場 

所 

日本 ERI㈱ 

4 階会議室 出 

席 

者 

評
定
委
員 

〇〇〇〇、〇〇〇〇 

〇〇〇〇、〇〇〇〇 

〇〇〇〇、〇〇〇〇 

E

R

I 

〇〇〇〇、〇〇〇〇 

 

件 

名 

〇〇〇〇〇〇〇〇 
申
請
者 

〇〇〇〇、〇〇〇〇 

 

提
出

資
料  構造設計概要書 

 

指摘及び検討事項 

（質問等も含む） 
回 答 及 び 処 置 備考 

１．〇〇〇〇〇〇○○○○○○○○○○ 

  ○○○○○○○○ 

 

２．〇〇〇〇〇〇 

  ○○○○○○○○ 

 

３．〇〇〇〇〇〇 

  ○○○○○○○○ 

 

４．〇〇〇〇〇〇 

  ○○○○○○○○ 

 

５．〇〇〇〇〇〇 

  ○○○○○○○○ 

 

６．〇〇〇〇〇〇 

  ○○○○○○○○ 

 

７．〇〇〇〇〇〇 

  ○○○○○○○○ 

 

８．〇〇〇〇〇〇 

  ○○○○○○○ 

〇○○○○○○○○ 

○ 

 

○○○○○○○○ 

○○ 

 

○○○○○○○○ 

○○ 

 

○○○○○○○○ 

○○ 

 

○○○○○○○○ 

○○ 

 

○○○○○○○○ 

○○ 

 

○○○○○○○○ 

○○ 

 

○○○○○○○○ 

○○ 

p.〇〇修正 

 

 

追加検討-１ 

構造図〇〇修正 

 

 

 

 

 

 

 

p.〇〇修正 

 

 

 

 

 

 

 

 

p.〇〇修正 

 

 

指摘事項回答書 

1/5 

① 

別添-○○ 

① 

② 

変更後 

変更前 

別添-○○ 

① 

② 

変更図面 

別添-1 

 

変更後 

別添-1 

①  

変更前 

1)委員会での訂正資料は差換えてください 

① 



時刻歴応答解析を伴う設計変更 P.1 

１-２．大臣認定用提出資料について （時刻歴応答解析を伴う設計変更） 

 

Ａ）以下の電子ファイルのデータをストレージサービス等ご利用頂き、お送りください。 

 御社でストレージサービス等のご利用が困難な場合は、ERIのストレージサービスをご案内します。 

項目

番号 
資料名 

ﾌｧｲﾙ

形式 
備考（留意事項） 

1 
構造方法等の認定申請書 

ﾌｧｲﾙ名『01.認定申請書-案件名.pdf』 
PDF 

･日付は未記入でお願いします 

･押印される場合は、原本を郵送ください 

2 
委任状 

ﾌｧｲﾙ名『02.委任状-案件名.pdf』 
PDF 

･日付は未記入でお願いします 

･押印される場合は、原本を郵送ください 

3 
既認定書（写し） 

ﾌｧｲﾙ名『03.既認定書-案件名.pdf』 
PDF ･原本は郵送ください 

4 
図書間整合確認書（必要な場合） 

ﾌｧｲﾙ名『04.図書間整合確認書＋案件名.pdf』 
PDF 

･防災セット案件で防災の性能評価機関が他社

の案件の場合のみご提出が必要になります 

6 
パースおよび配置図 

ﾌｧｲﾙ名『06.パース･配置図-案件名.pdf』 
PDF 

･配置図が A3版の場合は、電子ファイルも A3版

でお願いします 

8-1 

別添(ERI-評第 7号様式：建築物概要及び構

造概要) 

ﾌｧｲﾙ名『08-1.別添-案件名.xls or .xlsx』 

Excel 

･ERI-評第 7号様式のファイル受領後、ERIにて

評価番号、評価年月日を記入し、PDFファイル

にて申請を行います 

8-2 
別添(構造図) 

ﾌｧｲﾙ名『08-2.別添構造図-案件名.pdf』 
PDF ･電子ファイルは A3版でお願いします 

9 
別表（ERI-評第 8号様式＋付表含む） 

ﾌｧｲﾙ名『09.別表-案件名.pdf』 
PDF 

･ERI-評第 8号様式＋付表（時刻歴応答解析を伴

う設計変更 p.3 参照：通し番号） 

10 
性能評価申請書（写し） 

ﾌｧｲﾙ名『10.性能評価申請書-案件名.pdf』 
PDF 

･ERIにて受領印を押印し、ご返信した写しです 

･性能評価申請書 2枚目の高さ,面積は、整合性

をご確認頂き、訂正がある場合は差し替えと共

に、ERIにメール送信ください 

11 
委員会説明用設計概要書（追加検討含む） 

ﾌｧｲﾙ名『11.設計概要書-案件名.pdf』 
PDF 

･A3版の資料は、電子ファイルについても、A3

版でお願いします 

12 

設計変更の説明書 

ﾌｧｲﾙ名『12.設計変更の説明書-案件名.pdf 

& .doc or .docx』 

PDF 

& 

Word 

･ワードデータについてもお送りください 

13 

主要な変更項目の概要(＋変更前後図) 

ﾌｧｲﾙ名『13.主要な変更項目の概要-案件

名.pdf』 

PDF 変更前後図を作成した場合は添付ください 

14 

主要な検討結果の概要 

ﾌｧｲﾙ名『14.主要な検討結果の概要-案件

名.pdf』 

PDF  

15 
指摘事項回答書 

ﾌｧｲﾙ名『15.指摘事項回答書-案件名.pdf』 
PDF  

注1）ファイル名の『ﾌｧｲﾙ番号＋資料名＋案件名（案件名は略称可）』は、国交省の電子申請の仕様ですので、順守ください。 

注2）PDFファイルは、国交省の指示に基づき、原則としてテキストが認識できる形式としてください。スキャナー読込みはお控えください。 

注3）上記の各項目番号ごとのファイル容量は、国交省の電子申請の仕様により1GB以下を目安として、お願いします。超える場合は書面申

請となります。なお、ファイルを2つ分割する等も国交省の仕様により、認められません。 

注4）1GB以下とするため、判読できない解像度および、委員会説明時はカラーをモノクロ出力等は、大臣認定図書の不備となります。 

注5）PDFファイルにおいて、上記注4）および、「参照元がない」等のエラーメッセージが無いか、電子ファイルを送信の前に、必ずご確認

をお願いします。電子申請後に、国交省から不備等のご指摘を頂いた場合、訂正後の電子データの差替えは、訂正履歴および、訂正箇

所が残る仕様となっています。 

   



時刻歴応答解析を伴う設計変更 P.2 

Ｂ）収入印紙（2 万円）、既認定書の原本を弊社宛にお送りください。 

 

注）お送り頂く際は、案件名が特定できるようお願いします。 

併せて、弊社（hyotei@j-eri.jp）に、お送り頂いた旨のご連絡を 

お願い致します。 

 
 

Ｃ）上記 Ａ）,Ｂ）を大臣認定申請日の 3 営業日前までに、ご提出ください。  

Ａ）1 構造方法等の認定申請書、Ａ）2 委任状、Ａ）3 既認定書、Ａ）4 図書間整合確認書（必要な場合） 

① 日付は未記入でお願いします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※1）申請者様の押印は、建築基準法施行規則第 10条の 5 の 21（別記第五十号の十一様式）の改正に伴い
不要です 

※2）申請書、委任状に押印される場合は、原本を郵送ください 

※3）認定申請書および委任状のひな型は、ERIホームページよりダウンロード願います 

    https://www.j-eri.co.jp/gyoumu/kosohyotei/shoruidl.html 

※4) 既認定書の原本を郵送ください。国交省へ返却いたします 

※5）図書間整合確認書は防災セット案件で防災の性能評価機関が他社の案件の場合のみ必要になります 

ひな型が必要な場合は評定認定部事務局までお問い合わせください 

Ａ）6 パースおよび配置図 Ａ）8-1 別添(建築物概要及び構造概要) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

①パース 

②配置図 

1）性能評価範囲と敷地が分かる様にしてください。

また、敷地内に複数棟ある場合は棟名を記載し、

EXP.Jで分離している場合はその旨を明記してく

ださい 

2）委員会説明用設計概要書の配置図が A3 版の場合

は、電子ファイルも A3版でお願いします 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

①ERI-評第 7号様式 

エクセルデータをお送りください。データを頂

いた後、ERI で性能評価番号・評価年月日を記

入し、PDFファイルにて申請します 

 

① 

配置図 
② 

性能評価範囲 

性能評価範囲と敷地が 

分かる様にしてください 

見本 
原本 

 

① 

別添-1 

別添-4 

前頁の記載通り 
ERI で記入しますので 
「ERI-評第 7 号様式」の 
エクセルデータをメール 
にてお送りください 

① 

① 

https://www.j-eri.co.jp/gyoumu/kosohyotei/shoruidl.html


時刻歴応答解析を伴う設計変更 P.3 

案件名〇〇〇  S-XX 

図面名称〇〇〇 1/200 

別添-5 

〇〇〇〇〇 

〇〇〇〇〇 

〇〇〇〇〇 

〇〇〇〇〇〇 

〇〇〇〇〇 

〇〇〇〇〇 

構造図 

 

Ａ）8-2 別添(構造図) 

 

①構造図一式 

1）図面には件名、図面名称、縮尺のみ記載 

（図面作成者名、会社名等は削除してください） 

2）件名は性能評価申請書、大臣認定申請書の件名と

同じ（特に「・・・工事」の名称は不可） 

 

3）別添の番号は、上記「Ａ）8-1 別添(建築物概要

及び構造概要)」からの通し番号としてください 
  
 
 

Ａ）9 別表 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

①ERI-評第 8号様式：性能評価の内容  

※ERIで作成、内容をご確認ください 

②ERI-評第 9号様式（付表-1）：構造検討概要書 

③ERI-評第 10号様式（付表-2）：振動解析概要書 

④免震建築物の設備・維持管理概要（付表-3） 

※免震建築物の場合は添付が必要 

⑤長周期地震動による家具の転倒・ 

移動防止対策に対する設計上の措置（付表-4）※該当する場合 

 

Ａ）10 性能評価申請書（写し） 

 

 

 

 

 

 

 

 

①-1 性能評価申請書（写し） 

①-2 申込事項 

 

 

別表-11 

 

付表-4 

 

定期 応急 詳細

耐火被覆  取付状況  目視

 亀裂・損傷  目視

 変形・変色  目視・計測

 発錆  目視

 取付ボルト  目視

 鉛直変位  計測

 水平変位  計測

 発錆  目視

 損傷  目視

 油漏れ  目視

 取付ボルト  目視

 ピストンロット  カバー外し目視

 ｸﾘｱﾗﾝｽ確保  目視・計測

 建物位置  計測

 障害物  目視

 可燃物  目視

 排水状況  目視

 液体漏れ  目視

 傷・亀裂  目視

 追加変更  目視

 傷・亀裂  目視

 追加変更  目視

設
備
配
管
概
要

維
　
　
　
持
　
　
　
管
　
　
　
理
　
　
　
概
　
　
　
要

設
　
　
　
備
　
　
　
・
　
　
　
維
　
　
　
持
　
　
　
管
　
　
　
理
　
　
　
概
　
　
　
要

点
　
検
　
の
　
検
 
査
 
項
 
目
 
及
 
び
 
検
　
査
　
方
 
法

点
検
時
期

被覆ゴムの外観

検　　　査　　　項　　　目
点  検  種  別

変位吸収部

検 査 方 法

積層ゴム

周辺状況

可とう継ぎ手部

周辺環境

オイルダンパー
の状況

オイルダンパー
の外観

積層ゴムの変位

鋼材部の状況

応 急 点 検

詳 細 点 検

免震部材

設備配管

検 査 対 象

免
　
震
　
部
　
材

免
震
層
・
建
物
外
周
部

電気配線

建　　物

オイル
ダンパー

定 期 点 検

給水配管

排 水 管

ガス配管

電気配線配管

維持管理体制

別表-10 

 

付表-3 

 
免震建築物の設備・維持管理概要 

稀に発生する地震動
に対する解析

極めて稀に発生する地震動
に対する解析

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 

 

 

 
 
 

 

 
 
 
 

 

 

  
 

 

 

  

 

(1) 地震動の入力位置

(2) 振動系モデル
の名称と概要

(3) 入力位置以下の
変形

（地下階、地盤・基礎
階の変形など）

(5) 固有周期
（１次～３次）

（ＳＥＣ）

(4) 減衰マトリックス
（減衰定数、部位
別減衰の場合は
減衰定数相当
係数）

別表-9 

 

稀に発生する地震動
に対する解析

極めて稀に発生する地震動
に対する解析

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 

 

 

 
 
 

 

 
 
 
 

 

 

  
 

 

 

  

 

(1) 地震動の入力位置

(2) 振動系モデル
の名称と概要

(3) 入力位置以下の
変形

（地下階、地盤・基礎
階の変形など）

(5) 固有周期
（１次～３次）

（ＳＥＣ）

(4) 減衰マトリックス
（減衰定数、部位
別減衰の場合は
減衰定数相当
係数）

別表-8 

 

稀に発生する地震動に対する解析

Ⅰ：基本振動系モデル

極めて稀に発生する地震動に対する解析

振動解析概要書

別表-7 

 

付表-2 

 

ERI－評第 10 号様式 

 

免震層変位
（mm）

積層ゴムの　　せ
ん断歪（％）

X方向　（ｓ）

Y方向　（ｓ）

入力レベル 方向

X方向

Y方向

X方向

Y方向

X方向

Y方向

X方向

Y方向

圧縮

引張

X方向

Y方向

X方向

Y方向

X方向

Y方向

X方向

Y方向

X方向

Y方向

X方向

Y方向

稀に発生する地震動微小変形時

構
　
　
　
　
　
造
　
　
　
　
　
設
　
　
　
　
　
計
　
　
　
　
　
概
　
　
　
　
　
要

応
　
　
答
　
　
結
　
　
果

（
免
震
材
料
の
特
性
値
は
標
準
と
し
た
重
心
位
置
の
応
答
値

）

振動モデル

偏心の影響

 減　　衰　　力

 復  元  力  特  性

免震材料の引抜きに
対する検討

上
　
部
　
構
　
造

最下階
最大

層せん断力
係数

免
　
　
震
　
　
層

極めて稀

最大相対
変位(mm)

最大
層せん断力

係数

面　圧

（N/mm2）

１
次
固
有
周
期

稀

極めて稀

稀

極めて稀

稀

極めて稀

極めて稀

稀

最大層間
変形角

頂部最大
絶対加速度

（mm/ｓ2）

稀

極めて稀

地震動最大値 階

極めて稀に発生する地震動
振
　
動
　
系
　
モ
　
デ
　
ル

上下動の影響

別表-6 

 

最 　上 　階

基 　準 　階

最　 下　 階

最深積雪量

単位積雪重量

入力レベル

アスペクト比

基準風速

上部構造設計用
固有周期T（秒）

方　向

Ｘ　方　向

Ｙ　方　向

1　次 2　次

地震用　（N/㎡）

構
　
　
　
　
　
造
　
　
　
　
　
設
　
　
　
　
　
計
　
　
　
　
　
概
　
　
　
　
　
要

荷
　
　
　
重

積
　
載

床　　用　　（N/㎡） 架構用　（N/㎡）

積
雪

建築基準法施行令第87条による

上部構造

地表面粗度区分

3　次

最上階

下部構造 免震装置

最大速度　(mm/s)
動
　
的
　
設
　
計
　
概
　
要

耐震性能目標

採
　
用
　
地
　
震
　
波

極めて稀に発生する地
震動

地震動レベル

地
震
力
負
担
率

ラーメン

耐力壁（ﾌﾞﾚｰｽ）

稀に発生する
地震動

極めて
稀に発生する

地震動

稀に発生する地震動

地震波名称 最大加速度　(mm/s2)

Ｘ　方　向

Ｙ　方　向

ラーメン

耐力壁（ﾌﾞﾚｰｽ）

設計用せん断力
係数

設計風圧力

耐
風
設
計

地　盤　種　別

構造検討概要書

X方向

Y方向

 地 下 部 分 の
水 平 震 度 K

分　布　系耐
　
震
　
設
　
計

地 域 係 数　Ｚ

　第　　　　　種地盤 Ｔｇ＝ （秒）

最下階 基準階

別表-5 

 

付表-1 

 

ERI－評第 9 号様式 

 

第３号 

 

 

 

 

第３号 

 

 

 

 

【風圧力に対する安全性】 

（１）建築物に作用する風圧力について、告示第

三号に定められた方法によって構造計算

を行っていること。 

（２）所定の荷重下で損傷を生じないことは、告

示第三号イに定められた方法によって建

築物の構造耐力上主要な部分が許容変形

（仕上げ材を含めて軽微な修復で元の状

態に復帰する程度の変形）以内であること

を確かめていること。 

（３）所定の荷重下で倒壊・崩壊を生じないこと

は、告示第三号ロに定められた方法によっ

て建築物の構造耐力上主要な部分が弾性

的な挙動を示す範囲（風圧力の継続時間内

に進行性の変形を生じない範囲）以内にあ

ることを確かめていること。 

（４）高さが１００ｍ以上かつ高層部のアスペク

ト比（高さ／短辺見付け幅）が３以上の建

築物にあっては、上記（２）及び（３）に

おいて、直交方向の振動及びねじれ振動を

適切に考慮していること。 

 

○○○○○○ 

○○○○○○○○○ 

○○○○○○○○○ 

○○○○○○ 

○○○○○○ 

○○○ 

 

○○○○○○ 

○○○ 

 

○○○○○○ 

○○○ 

 

○○○○○○ 

○○○ 

 

○○○○○○ 

○○○ 

 

 

 

第４号 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【地震力に対する安全性】 

建築物に作用する地震力について告示第四号に

定められた方法によって構造計算を行っている

ことを次の各項によって評価する。ただし、地震

の作用による建築物への影響が暴風、積雪その他

の地震以外の荷重及び外力の作用による影響に

比べ小さいことが確かめられた場合にあっては、

この限りでない。 

 

4－1 水平方向入力地震動の設定 

（１）告示第四号イに定められた解放工学的基盤

における加速度応答スペクトルをもち、建

設地表層地盤による増幅を適切に考慮し

て作成した地震波（以下「告示波」という。）

を設計用入力地震動とする。この場合、告

示第四号イに定められた継続時間等の事

項を満たし、位相分布を適切に考慮して作

成した３波以上を用いること。 

（２）告示第四号イただし書により、建設地周辺

における活断層分布、断層破壊モデル、過

去の地震活動、地盤構造等に基づいて、建

設地における模擬地震波（以下「サイト波」

という。）を適切に作成した場合は、前項

の告示波のうち極めて稀に発生する地震

動に代えて設計用入力地震動として用い

ることができる。この場合、位相分布等を

適切に考慮して作成した３波以上（告示波

○○○○○○ 

○○○ 

 

○○○○○○ 

○○○ 

 

○○○○○○ 

○○○ 

 

○○○○○○ 

○○○ 

 

○○○○○○ 

○○○ 

 

○○○○○○ 

○○○ 

 

○○○○○○ 

○○○ 

 

○○○○○○ 

○○○ 

 

○○○○○○ 

○○○ 
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第３号 

 

 

 

 

第３号 

 

 

 

 

【風圧力に対する安全性】 

（１）建築物に作用する風圧力について、告示第

三号に定められた方法によって構造計算

を行っていること。 

（２）所定の荷重下で損傷を生じないことは、告

示第三号イに定められた方法によって建

築物の構造耐力上主要な部分が許容変形

（仕上げ材を含めて軽微な修復で元の状

態に復帰する程度の変形）以内であること

を確かめていること。 

（３）所定の荷重下で倒壊・崩壊を生じないこと

は、告示第三号ロに定められた方法によっ

て建築物の構造耐力上主要な部分が弾性

的な挙動を示す範囲（風圧力の継続時間内

に進行性の変形を生じない範囲）以内にあ

ることを確かめていること。 

（４）高さが１００ｍ以上かつ高層部のアスペク

ト比（高さ／短辺見付け幅）が３以上の建

築物にあっては、上記（２）及び（３）に

おいて、直交方向の振動及びねじれ振動を

適切に考慮していること。 

 

○○○○○○ 

○○○○○○○○○ 

○○○○○○○○○ 

○○○○○○ 

○○○○○○ 

○○○ 

 

○○○○○○ 

○○○ 

 

○○○○○○ 

○○○ 

 

○○○○○○ 

○○○ 

 

○○○○○○ 

○○○ 

 

 

 

第４号 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【地震力に対する安全性】 

建築物に作用する地震力について告示第四号に

定められた方法によって構造計算を行っている

ことを次の各項によって評価する。ただし、地震

の作用による建築物への影響が暴風、積雪その他

の地震以外の荷重及び外力の作用による影響に

比べ小さいことが確かめられた場合にあっては、

この限りでない。 

 

4－1 水平方向入力地震動の設定 

（１）告示第四号イに定められた解放工学的基盤

における加速度応答スペクトルをもち、建

設地表層地盤による増幅を適切に考慮し

て作成した地震波（以下「告示波」という。）

を設計用入力地震動とする。この場合、告

示第四号イに定められた継続時間等の事

項を満たし、位相分布を適切に考慮して作

成した３波以上を用いること。 

（２）告示第四号イただし書により、建設地周辺

における活断層分布、断層破壊モデル、過

去の地震活動、地盤構造等に基づいて、建

設地における模擬地震波（以下「サイト波」

という。）を適切に作成した場合は、前項

の告示波のうち極めて稀に発生する地震

動に代えて設計用入力地震動として用い

ることができる。この場合、位相分布等を

適切に考慮して作成した３波以上（告示波

○○○○○○ 

○○○ 

 

○○○○○○ 

○○○ 

 

○○○○○○ 

○○○ 

 

○○○○○○ 

○○○ 

 

○○○○○○ 

○○○ 

 

○○○○○○ 

○○○ 

 

○○○○○○ 

○○○ 

 

○○○○○○ 

○○○ 

 

○○○○○○ 

○○○ 
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第３号 

 

 

 

 

第３号 

 

 

 

 

【風圧力に対する安全性】 

（１）建築物に作用する風圧力について、告示第

三号に定められた方法によって構造計算

を行っていること。 

（２）所定の荷重下で損傷を生じないことは、告

示第三号イに定められた方法によって建

築物の構造耐力上主要な部分が許容変形

（仕上げ材を含めて軽微な修復で元の状

態に復帰する程度の変形）以内であること

を確かめていること。 

（３）所定の荷重下で倒壊・崩壊を生じないこと

は、告示第三号ロに定められた方法によっ

て建築物の構造耐力上主要な部分が弾性

的な挙動を示す範囲（風圧力の継続時間内

に進行性の変形を生じない範囲）以内にあ

ることを確かめていること。 

（４）高さが１００ｍ以上かつ高層部のアスペク

ト比（高さ／短辺見付け幅）が３以上の建

築物にあっては、上記（２）及び（３）に

おいて、直交方向の振動及びねじれ振動を

適切に考慮していること。 

 

○○○○○○ 

○○○○○○○○○ 

○○○○○○○○○ 

○○○○○○ 

○○○○○○ 

○○○ 

 

○○○○○○ 

○○○ 

 

○○○○○○ 

○○○ 

 

○○○○○○ 

○○○ 

 

○○○○○○ 

○○○ 

 

 

 

第４号 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【地震力に対する安全性】 

建築物に作用する地震力について告示第四号に

定められた方法によって構造計算を行っている

ことを次の各項によって評価する。ただし、地震

の作用による建築物への影響が暴風、積雪その他

の地震以外の荷重及び外力の作用による影響に

比べ小さいことが確かめられた場合にあっては、

この限りでない。 

 

4－1 水平方向入力地震動の設定 

（１）告示第四号イに定められた解放工学的基盤

における加速度応答スペクトルをもち、建

設地表層地盤による増幅を適切に考慮し

て作成した地震波（以下「告示波」という。）

を設計用入力地震動とする。この場合、告

示第四号イに定められた継続時間等の事

項を満たし、位相分布を適切に考慮して作

成した３波以上を用いること。 

（２）告示第四号イただし書により、建設地周辺

における活断層分布、断層破壊モデル、過

去の地震活動、地盤構造等に基づいて、建

設地における模擬地震波（以下「サイト波」

という。）を適切に作成した場合は、前項

の告示波のうち極めて稀に発生する地震

動に代えて設計用入力地震動として用い

ることができる。この場合、位相分布等を

適切に考慮して作成した３波以上（告示波

○○○○○○ 

○○○ 

 

○○○○○○ 

○○○ 

 

○○○○○○ 

○○○ 

 

○○○○○○ 

○○○ 

 

○○○○○○ 

○○○ 

 

○○○○○○ 

○○○ 

 

○○○○○○ 

○○○ 

 

○○○○○○ 

○○○ 

 

○○○○○○ 

○○○ 

 

別表-2 

 

建築基準法第 20 条第 1 項第三号の認定に

係る性能評価の内容  
 

評 価 項 目 検 討 結 果 
第 1 号 【長期荷重に対する安全性】 

（１）建築物の各部分の固定荷重及び積載荷重そ

の他の実況に応じた荷重及び外力（多雪区

域における積雪荷重、土圧、温度変化に伴

う荷重、材料の収縮等に伴う荷重等）によ

って建築物の構造耐力上主要な部分に損

傷が生じないことを確かめていること。 

（２）損傷が生じないことは、建築基準法施行令

（以下「令」という。）第８２条第一号か

ら第三号までに定める方法又はこれに準

ずる方法により確かめていること。コンク

リート系構造については、耐久性上有害な

ひび割れが生じないことを確かめている

こと。 

 

○○○○○○ 

○○○○○○○○○ 

○○○○○○○○○ 

○○○○○○ 

○○○○○○ 

○○○ 

 

○○○○○○ 

○○○ 

 

 

第２号 【積雪荷重に対する安全性】 

（１）建築物に作用する積雪荷重について、平成

１２年建設省告示第１４６１号（以下「告

示」という。）第二号に定められた方法に

よって構造計算を行っていること。 

（２）所定の荷重下で損傷を生じないことは、令

第８２条第一号から第三号までに定めら

れた方法又はこれに準ずる方法により確

かめていること。 

（３）所定の荷重下で倒壊・崩壊を生じないこと

は、各部に生じる力によって部材の一部が

塑性化する状態以内にとどまり、部分的に

もメカニズム状態に到らないことを確認

することにより確かめていること。 

（４）上記（１）から（３）までに規定する構造

計算は、融雪装置その他積雪荷重を軽減す

るための措置を講じた場合には、その効果

を考慮して積雪荷重を低減して行うこと

ができる。この場合において、その出入口

又はその他見やすい場所に、その軽減の実

況その他必要な事項を表示すること。 

 

○○○○○○ 

○○○○○○○○○ 

○○○○○○○○○ 

○○○○○○ 

○○○○○○ 

○○○ 

 

○○○○○○ 

○○○ 

 

 

第３号 

 

 

 

 

【風圧力に対する安全性】 

（１）建築物に作用する風圧力について、告示第

三号に定められた方法によって構造計算

を行っていること。 

（２）所定の荷重下で損傷を生じないことは、告

 

○○○○○○ 

○○○○○○○○○ 

○○○○○○○○○ 

○○○○○○ 

ERI－評第 8 号様式 

 

別表-1 

 

長周期通知に 

該当する場合 

別表は①から通し番号としてください 

免震建築物は 

添付が必要 

ERIで作成します 

内容をご確認ください 

⑤ 

④ 

③ ② ① 

① 

申込事項 
件    名  

申  請  者 

会社名  

代表者  

所在地  

設  計  者 一 般： 構 造： 

評価申込理由 

 

 

 

既評価状況 

（類似案件等） 

 

 

案 件 概 要 

建築場所  

用  途  

面  積 建築面積：     ㎡ 延べ面積：     ㎡ 

高  さ 建築物高さ：    ｍ 軒の高さ：     ｍ 

階  数 地上：   階 地下：   階 塔屋：   階 

【構造上の特徴 及び 構造設計方針】 

 

 

 

 

 

 

 

【代表位置の伏図・軸組図】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（仮称）〇〇〇〇〇計画

〇〇〇

〇〇〇
〇〇〇

〇〇〇

時刻歴応答

なし

〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇

〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇
〇〇〇〇〇〇〇
〇〇〇〇〇〇〇

〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇
〇〇〇〇〇〇〇
〇〇〇〇〇〇〇

申込事項

性能評価申

請書 

ERI‐評第 1 号様式 平成  年  月  日 

 

性 能 評 価 申 請 書 

 

指定性能評価機関 

日 本 E R I 株 式 会 社 御中 

 

 申請者 

 会 社 名                      

 代表者名                     印 

 所 在 地 

 電    話 

 

建築基準法 

下記について、建築基準法 施行令 第  条 第 項 第   号   の規定に基づく 

        

認定に係わる性能評価を受けたいので、次の通り申請します。申請にあたっては、 

日本 E R I 株式会社 性能評価業務約款 及び 同性能評価業務規定を遵守します。 

また、この申請書及び添付図書の記載の事項は、事実に相違ありません。 

 

記 

性
能
評
価
区
分 

種別  1．超高層建築物  2．超高層建築物以外の建築物  3．工作物（      ） 

構造種別 
1．コンクリート構造  2．鋼構造（鉄骨鉄筋コンクリート構造含む）  

3．木質構造  4．その他（      ） 

構造形式 1．耐震構造  2．免震構造  3．制震構造 

区分 Ⅰ．個別建築物 新規 ・ 変更（既評価番号：        ） 

その他の性能評価・評定 等 なし ・ あり（委員会名：              ） 

件
名 

性能評価を受けようとする建築物等の名称 

  

連
絡
先 

会社名： 

所在地：〒 

部課名： 

ﾌ ﾘ ｶﾞ ﾅ  
役職名及び担当者名： 

電 話： FAX： 

E-Mail： 

承
諾
印 

及
び 

承
諾
日 

※ 

評価手数料請求先 
(会社名のみ記入) 

 手数料額 
※ 

(非課税) 

請求書送付先 
(連絡先と違う場合は住所

担当者名も記入のこと) 
 

確認検査機関 日本 ERI㈱本社，(   )支店 ・ 特定行政庁 ・ その他機関 ・ 未定 

評定完了後の案件情報の開示諾否（別添：「情報開示のお願い」をご覧下さい） □ 諾 □ 否 

①申請者が法人の場合には、代表者の役職及び氏名もあわせて記載して下さい。 

②件名に「～工事」は使用しないで下さい。 

③※印のある欄は記入しないで下さい。 

○○〇株式会社
代表取締役社長

○○〇〇
〇〇〇〇〇〇〇
〇〇〇〇〇〇〇

○○〇株式会社
〇〇〇〇〇
○○〇〇

２０ １ 三 ロ

（仮称）〇〇〇〇〇計画

○○〇 〇〇〇〇〇

○○〇 〇〇〇〇〇

○○〇〇〇〇〇〇 ○○〇〇〇〇〇〇

○○〇〇〇〇〇

性能評価申請書

印

受付 
〇〇〇〇 

①-2 

①-1 



時刻歴応答解析を伴う設計変更 P.4 

Ａ）11委員会説明用設計概要書（追加検討含む） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

①委員会説明用設計概要書（追加検討含む） 

②-1 追加検討一覧（作成した場合） 

②-2 追加検討書 

Ａ）12設計変更の説明書 Ａ）13 主要な変更項目の概要 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

① 設計変更の説明書 

PDF ファイルとワードファイルをお

送りください。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

① 主要な変更項目の概要 

② 変更前後図（作成した場合） 

 

Ａ）14主要な検討結果の概要 Ａ）15指摘事項回答書 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

① 主要な検討結果の概要 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

① 指摘事項回答書 

参考として今回の変更以前の指摘事項回答書も添付ください。 

  以上、時刻歴応答解析を伴う設計変更の場合 

追 1-1 

追加検討-１ 
 

〇〇〇〇〇〇〇 

〇〇〇〇〇〇〇 

〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇 

〇〇〇〇〇〇〇 

〇〇〇〇〇〇〇〇〇 

〇〇〇〇〇〇〇 

〇〇〇〇〇〇〇 

〇〇〇〇〇〇〇〇〇 

〇〇〇〇〇〇〇 

〇〇 

②-2 

1/2 

 

番号 検討項目 検討内容 検討結果 変更内容 ページ 

追加検討 

1 

 

 

 

 

 

 

追加検討 

2 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

追加検討 

3 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

    追 1- 

～ 

追 1- 

 

 

 

 

 

追 2- 

～ 

追 2- 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

追 3- 

～ 

追 3- 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

追加検討一覧 

（作成した場合） 

 

②-1 

目次(例) 
 

第１章 建築設計概要 

第２章 構造計画概要 

第３章 構造設計概要 

第４章 地盤調査概要 

・入力地震動概要 

第５章 時刻歴応答解析概要 

第６章 維持管理概要 

付 録 参考資料・免震材料

の大臣認定書写し等 

追加検討一覧 

追加検討資料 

 

設計変更の説明書 

1 

2 
3 

① 

1)委員会での訂正資料は 

差換えてください 

別添-○○ 

① 

② 

変更後 

変更前 

別添-○○ 

① 

② 

変更図面 

② 

主要な変更項目の概要 
  

１．〇〇〇〇 

２．〇〇〇〇〇〇〇〇 

３．〇〇〇〇 

 

変更前 変更後 
  

 

① 

1)委員会での訂正資料は差換えてください 

（作成した場合） 

 
主要な検討結果の概要 
 

1.層重量と建物総重量比較 

2.固有値の比較 

3.設計クライテリア 

4.主要な応答の比較 

 

 

① 

1)委員会での訂正資料は 

差換えてください 

1)構造図は除いてください 

2)委員会での訂正資料は差換えてください 

3)委員会で提出した参考資料がある場合は添付ください 

指 摘 事 項 回 答 書  

 

 

委員会・部会 

 

第 1 回 

日 

時 

平成○年〇〇月〇日 

 

〇〇時〇〇分 

～ 

〇〇時〇〇分 

場 

所 

日本 ERI㈱ 

4 階会議室 出 

席 

者 

評
定
委
員 

〇〇〇〇、〇〇〇〇 

〇〇〇〇、〇〇〇〇 

〇〇〇〇、〇〇〇〇 

E

R

I 

〇〇〇〇、〇〇〇〇 

 

件 

名 

〇〇〇〇〇〇〇〇 
申
請
者 

〇〇〇〇、〇〇〇〇 

 

提
出

資
料  構造設計概要書 

 

指摘及び検討事項 

（質問等も含む） 
回 答 及 び 処 置 備考 

１．〇〇〇〇〇〇○○○○○○○○○○ 

  ○○○○○○○○ 

 

２．〇〇〇〇〇〇 

  ○○○○○○○○ 

 

３．〇〇〇〇〇〇 

  ○○○○○○○○ 

 

４．〇〇〇〇〇〇 

  ○○○○○○○○ 

 

５．〇〇〇〇〇〇 

  ○○○○○○○○ 

 

６．〇〇〇〇〇〇 

  ○○○○○○○○ 

 

７．〇〇〇〇〇〇 

  ○○○○○○○○ 

 

８．〇〇〇〇〇〇 

  ○○○○○○○ 

〇○○○○○○○○ 

○ 

 

○○○○○○○○ 

○○ 

 

○○○○○○○○ 

○○ 

 

○○○○○○○○ 

○○ 

 

○○○○○○○○ 

○○ 

 

○○○○○○○○ 

○○ 

 

○○○○○○○○ 

○○ 

 

○○○○○○○○ 

○○ 

p.〇〇修正 

 

 

追加検討-１ 

構造図〇〇修正 

 

 

 

 

 

 

 

p.〇〇修正 

 

 

 

 

 

 

 

 

p.〇〇修正 

 

 

指摘事項回答書 

1/5 

① 

1)備考欄等の参照ページ番号は、 

最終版の委員会説明用設計概要書

のページ番号に揃えてください 



最終図書（電子申請）P.1 

 

２. 最終図書について【電子申請】 

 

①  弊社保管用 

新規案件の性能評価受付日が 2021 年 5 月 31 日以前（性能評価番号 ERI-J20***,H20***,S20***以前）の

変更案件については下の表の資料を 1 部紙出力いただき大臣認定交付後お早めにご提出ください。（A3 版

の資料は折り込んでください） 

 

② ご返却用(認定交付後について) 

Ａ）大臣認定書（鑑）の原本を郵送します。 

Ｂ）国交省、ERI の最終保管となる下記のファイルを ERI ストレージサービスにアクセスし、ダウンロー

ド頂きます。 

 

項目 

番号 

資料名 
備考 

再応答なし 再応答あり 

－ 大臣認定書（鑑）の写し 
確認申請提出の利便性を図るた

め、ダウンロード頂けます 

6 パースおよび配置図  

7 性能評価書（写し） ERI発行の写し 

8-1 別添(ERI-評第 7号様式：建築物概要及び構造概要) 
ERI評価番号、評価年月日の記入

後を返却 

8-2 別添(構造図) ERI電子押印有りをご返却 

9 別表  

10 性能評価申請書（写し）  

11 - 
委員会説明用設計概要書

（追加検討含む） 
 

12 設計変更の説明書  

13 変更前後図 
主要な変更項目の概要 

(＋変更前後図） 
 

14 検討資料 主要な検討結果の概要  

15 指摘事項回答書  

  ※項目番号は、国交省の電子申請の仕様に基づいています 

 

Ｃ）確認申請は、大臣認定書の写しとして、下記の書類をご提出ください。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

上記、B）のうち「大臣認定書（鑑）写し」、「8-1別添(ERI-評第 7号様式：建築物概要及び構造概要)」

および、「8-2別添（構造図）」をご提出ください。 

 

 

認 定 書 
国住指第○○○号 

平成○○年 ○月○○日 

○○○○○○ 

○○○○○○○○ 様 

  

国土交通大臣 ○○ ○○  

 下記の構造方法等については、同法第68条の26第1項（同法第88条第1項において準用

する場合を含む。）の規定に基づき、同法第20条第一号の規定に適合するものである

ことを認める。 

 記 

 １．認定番号 

    ＭＮＮ－○○○ 

 ２．認定をした構造方法等の名称 

    （仮称）○○○○計画 

 ３．認定をした構造方法等の内容 

    ・別添（建築基準法第20条第三号に掲げる建築物の構造方法）の通り 

 

（注意）この認定書は、大切に保存しておいてください。 

別添-1 

別添-4 

XXXXX X  X  X 

案件名〇〇〇  S-XX 

図面名称〇〇〇 1/200 

別添-5 

〇〇〇〇〇 

〇〇〇〇〇 

〇〇〇〇〇 

〇〇〇〇〇〇 

〇〇〇〇〇 

〇〇〇〇〇 

構造図 

認定申請図 



最終図書（電子申請）P.2 

 
 

ＥＲＩ－ＪXXXXX 
 

超高層建築物構造性能評価委員会 

 
 
 

（仮称）●●●●●●●計画 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

令和●年●月●日 
 

申請者 ●●●●●● 
設計者 ●●●●●● 

 

表紙 

 

Ｄ）大臣認定申請図書の製本返却をご希望の方は、上記 Ｂ）の順番で紙出力を

ご準備頂ければ、製本後ご返却します。ERI 評定認定部宛てにご郵送くださ

い。 

1）製本の表紙、背表紙は ERI で作成します。 

（表紙、背表紙は、委員会名、性能評価番号、件名、性能評価書発行年月日、  

 申請者名、設計者名を記載します） 

2）A3 版は折り込んでください。 

3）穴あけは不要です。 

4）ERI にお送り頂く際に、請求書先、送付先を明記ください。 

複数部数の製本が希望の場合は、部数分ご用意頂き、請求書、送付先が異

なる場合は、明記ください。 

5）製本費用をご請求させて頂きます。 

  製本資料をお送り頂く際にどちらの製本仕様をご希望か明記ください。 

【簡易製本の場合：¥5,200（税込 ¥5,720）/ 冊】 ※2025 年 5 月納品分より価格が改定されました 

【金文字黒表紙製本の場合：（¥8,000（税込 ¥8,800）/ 冊】 

 

 


